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認められる」と Wieland(ZSRXIV, S. 206）が述べた，思想は， スイス立法の
現状であるO しかし有限会社形態の導入はこの原則を破壊するものであるO な
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（的 Carry,op. cit., p. 24-25. 
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la responsabilite limit白 ducommen;ant individuel (these））とし、う表題の 7
章からなる著書（本文185頁からなる〉で，有限責任の起源から説き起こし，
有限責任個人企業を認めるべきことを主張し，法人格を有する有限責任個人企
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倒 Ischer,op. cit., p. 128-130.なお彼はスイス債務法625条， 775条及び831条の規
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側 Ischer,op. cit., p. 165-169. 
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(1) オーストリアでは Piskoの主張の後同理論の主張者はなく，ただ最近 Kostnerが
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関する連邦法 (laloi federale sur la poursuite pour dettes et la faillite）の規定に従っ
て行使される（改正債務法756条〉。
D 債権者の訴権
34条企業債権者は破産開始のあとでのみ権利を主張することができる（改正債務法
758条参照〉。
E 時効
35条 ① 前の諸規定が定める責任訴権は，被害者が損害及び責任ある者を知った日か
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ら5年，且つあらゆる場合において損害の事実が生じた日から10年で時効にかかる。
② 損害賠償が刑法によりもっと長い期間の時効に服する犯罪から生ずる場合には，こ
の時効は民事責任に適用される（改正債務法760条参照〉。
F 裁判籍
36条訴訟は，すべての責任ある者に対して企業の所在地の裁判官の前で開始されるこ
とができる（改正債務法761条参照〉。
第六章解 散
A 解散原因
37条企業は次の事由によって解散させられる。
公正形式の所有者の宣言
一破産の開始
一法律で定められたその他の事由（改正債務法820条及び736条参照）
38条所有者兼取締役の破産の場合には破産管財人は企業の解散を請求することができ
る。同じ権利は所有者兼取締役の持分 (lapart）を差押えた債権者に認められる（改正債
務法793条参照〉。
B 商業登記簿への登記
39条破産によらない解散は，所有者兼取締役の請求により商業登記簿に登記される
（改正債務法821条参照〉。
C 清算
40条解散した企業は清算に入る（改正債務法738条参照）。
41条株式会社の規定は，清算人の任命及び解任，清算手続，商業登記簿における企業
の抹消及び｜帳簿の保存につき類推適用される（改正債務法823条参照〉。
42条所有者兼取締役は，定款が解散した企業の資産の利用につ美別段の定めをしない
限り，清算の残余財産に権利を有する（改正債務法660条参照）。
〔注〉 PGRニリヒテンシュタイン人及び会社法
Pisko = Piskoの有限責任個人企業に関する草案
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